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３．東北農政局の取組み 

  東北農政局として下記モデル地区（２地区）を対象にＢＣＰの策定等を行った。 

 地区名 管理者 取組み状況 

１ 馬淵川沿岸地区（岩手県） 馬淵川沿岸土地改良区 H26 年度 ＢＣＰ作成 

H27 年度 実地演習 

２ 隈戸川地区（福島県） 矢吹原土地改良区 H26 年度 ＢＣＰ作成 

H26 年度 実地演習 

 

以下は平成２６年度に行った隈戸川地区の実地演習の状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．ＢＣＰ取組みにおける考察 

○隈戸川地区では、関係行政機関や業者との災害協定は、締結していなかったが、東日

本大震災時、国営事業所がまだ完了間際で存続していたため、復旧まで迅速に行われた

と考える。  

○今後災害時、少ない改良区職員で対応を行うのは限度があるため、「関係行政機関や

業者と災害協定を締結する。」、「資機材を準備する。」など、事前の準備（ＢＣＰの取組

み）が行われていれば復旧事業への移行がスムーズにできるものと考える。  

○東日本大震災は、海洋性の地震であったが、山形・福島県境には噴火警戒レベル２（火

口周辺規制）である吾妻山があることから火山性の地震についても留意が必要である。  

○ＢＣＰは施設管理者（改良区等）が主体となって策定するのが重要だが、農政局など

の支援が必要。  

○今後、ＢＣＰマニュアルを活用してもらい施設管理者にＢＣＰを作成してもらうが、

施設管理者にどのように浸透させていくかが課題。  

「災害対策本部の状況」 

災害対策本部長が本部で被害状況を集

約している状況。 

※実施演習後、関係機関（改良区、県、

市町村等）により意見交換を行った。 

「現場における実地演習の状況」 

パイプラインの制水弁を専用の機械で

閉作業している状況。 
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